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1 背景

全球衛星航法 (Global Navigation Satellite Sys-
tem: GNSS)において、電離圏による伝播遅延は最
も大きな誤作要因の一つである。電離圏による伝播

遅延の大きさは、衛星受信機間の単位面積あたりの

全電子数 (total electron content: TEC)に比例する。
地上基準局の観測データを基に補正情報を生成する

ディファレンシャル衛星航法システムである地上補

強型衛星航法システム (Ground-based augmentation
system: GBAS)や、静止衛星補強型衛星航法システ
ム (Satellite-based augmentation system: SBAS)に
おいては、TECの大きさそのものではなく TECの
空間不均一性が大きな誤差要因となる。近年 GNSS
は高い安全性が要求される航空航法においての利用

が進んでおり、TEC空間勾配を確実に検出すること
は大変重要となっている。GNSSを航空航法に利用す
るにあたっては、GNSS信号を様々な視点からチェッ
クすることにより、TEC空間勾配による誤差が航空
機に取って危険なものにならないように対策が取ら

れている。このような安全対策は過剰に行うと利用

可能な場合においても利用不可となることがあり、

実用に耐えるシステムとするためには、安全対策と

利用可能性を両立させる必要がある。このことから、

GNSSをより高度に利用するためには、より効率的
な TEC空間勾配の検出方法を開発することが非常
に重要である。

2 磁気低緯度電離圏異常の影響

中緯度域においては磁気嵐に伴う電離圏電子密度の

急増 (Storm enhanced density: SED)に伴い極めて
大きいTEC空間勾配が存在することが知られている

(Pullen et al., 2009)。SEDは発生頻度が比較的低く、
日本においては前太陽周期の中で 2回発生が確認され
ているのみである (e.g. Maruyama and Kawamura,
2006)。この SEDに伴い観測された TEC空間勾配
は Pullen et al. (2009)により観測されたものに比べ
小さいものであった。

日本を含む磁気低緯度において大きな TEC空間
勾配を伴う現象としてはプラズマバブルが挙げられ

る。日没付近の磁気赤道で発生するプラズマバブル

は、南北方向に発達する局所的な電子密度の急減で

あり、東西 100 km程度の幅を持ち、内部は外部に比
べて 1桁以上電子密度が低い。内部と外部の境界は
極めて薄い（20∼30 km程度）ため、局所的に極め
て大きなTEC空間を伴いうる。プラズマバブルは発
生頻度も高く (アジア域では、高太陽活動期の春分・
秋分の夜間には頻繁に発生する)、GNSSに影響を与
える TEC空間勾配 (電離圏異常)として無視できな
いものである。そのため、プラズマバブルに伴う電

離圏異常を監視し、効率よく検出することが必要と

なる。

これまで電離圏異常の監視は、GNSS信号そのも
のを用いて行われてきた。GNSSを用いるシステム
において、GNSSを用いた電離圏監視を行おうとす
ることは自然であるが、それが必ずしも最前の方法

とは限らない。GNSS衛星は見かけの動きが遅く、全
天に 10機程度しかないため、「点」の観測となり、局
所的な電離圏の変動に対して、見逃しの可能性が残

る。見逃しの可能性が高ければ、その分システムを

保守的にせざるを得ず、高度な利用が妨げられる。

電離圏の観測研究は過去長期間にわたって行われ

てきており、GNSS以外のプラズマバブル観測方法
も数多く開発され用いられてきた。むしろ、GNSS
を利用する電離圏観測手法の方が新しいものである。

1



それらの中には、効率的に電離圏異常を検出すると

いう目的に適した手法もいくつか存在する。本研究

では、電離圏異常、特に日本において重要性の高い

プラズマバブルについて、それが存在する場合には

確実に警報を発し、存在しない場合は確実に存在し

ないことを保証する監視システムについて、いくつ

かの具体的手法を挙げて考察する。

3 電離圏観測手法を用いた電離圏

異常監視

電離圏観測手法が衛星航法利用のためのプラズマ

バブルの監視に利用可能となるためにはいくつかの

条件がある。第一に、監視システムは常時利用可能

でなければならない。従って、天候、時間帯などの制

限を受ける光学機器を用いた観測方法は有効ではな

く、電波を用いる観測手法が適している。次に、従

来の方法に比べて効率的に異常検出が行える必要が

ある。さらに、実利用システムとしては、得られる

効果に対して高価でないことが必要である。最後に、

安全性設計が可能であることも必要である。

GNSS以外によるプラズマバブルの観測方法とし
ては、

1. 非干渉散乱レーダー (Tsunoda and White, 1981;
Hysell et al., 2006)

2. 干渉散乱レーダー (Fukao et al., 2004)

3. 短波赤道横断伝播 (Maruyama and Kawamura,
2006; Saito et al., 2008)

4. 低軌道衛星ビーコン観測 (Yamamoto, 2008;
Thampi et al., 2009)

などが挙げられる。これらのうち、比較的安価で広

範囲を監視可能と考えられる、3及び 4について、衛
星航法のための電離圏異常監視システムとしての検

討状況を紹介する。

3.1 短波赤道横断伝播

赤道を超えて伝播する HF電波が夜間において時
に大圏方向から外れた方向から到来することは古く

図 1: プラズマバブルに伴う短波赤道横断非大圏伝播
(Saito et al., 2008)

から知られていた (Röttger, 1973)。近年の高精度の
HF電波到来方向探査装置を用いた研究 (Maruyama
and Kawamura, 2006; Saito et al., 2008) により、
HF赤道横断伝播の非大圏伝播はプラズマバブルに
伴うものであり、到来方向を観測することにより移

動速度まで推定できることが示されている。図 1は、
情報通信研究機構により茨城県大洗町に設置された

方向探査装置による Radio Australia放送波の到来
方向であり、プラズマバブルに伴うと考えられる非

大圏伝播がはっきりと捉えられている。

これは、以下のように説明できる。プラズマバブ

ルが発生していない場合、反対半球から発射された

図 3.1の点線のように電波は大圏経路を通って到来
する。プラズマバブルが発生すると、それに伴う電

離圏下部の波状構造により反射された電波が大圏方

向から大きく外れた方向から到来しうる (図 3.1 実
線)。鏡面反射のように反射点が送受信点の中間の緯
度 (この場合地理赤道付近)であると仮定することに
よりプラズマバブルの存在する経度を推定すること

ができる。

図 1 の到来方向の分布の分散が大きいことから
も分かるように、本手法によるプラズマバブルの位

置、速度の推定精度は高くない。しかしながら東西

数 1000 kmの広域を一度に監視できる点において優
れている。また、非大圏伝播が見られない場合にプ

ラズマバブルが存在しないことを保証することは可

能である。

さらに位置推定精度を向上させるためには、赤道

横断伝播する電波の伝播距離を測定することが有効

と考えられる。これまでに、赤道横断伝播する電波

の到来方向の変動に伴って伝播距離が変動すること
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図 2: 短波赤道横断非大圏伝播とプラズマバブル

が見いだされており (Saito et al., 2011)、今後の発
展が期待できる。

ここでは手法の有効性を示すために Radio Aus-
tralia放送波を用いたが、今後実際に監視システムと
して利用する場合には、独自の電波を送信する必要

がある。

3.2 低軌道衛星ビーコン観測

低軌道を周回する衛星は、見かけの移動速度が大

きく、電離圏を広範囲に監視することに適している。

実際、低軌道傾斜角で赤道付近を周回する低軌道衛

星の多周波ビーコン電波を用いた差分ドップラー観

測により、プラズマバブルが発生し発達する様子が

捉えられている。Thampi et al. (2009)さらに、複数
の観測点を設置することにより、トモグラフィーに

より電離圏電子密度の高度分布を導出することも可

能である (Thampi and Yamamoto, 2010)。図 3は、
ベトナム・Bac Lieuにおいて観測されたプラズマバ
ブルに伴う電離圏全電子数の変動である。

本手法は、過去に NNSSなどの衛星航法で用いら
れた多周波ビーコンと原理的に同じものである。衛

星ビーコン観測は低仰角まで利用可能であり、仰角

5◦ まで利用した場合東西 3000 km 程度の覆域を持
つ。ビーコン受信機は極めて安価に製作可能である

うえ (Yamamoto, 2008)、過去に NNSS等の衛星航
法で用いられたものもあるため、技術的な問題はな

い。ただし、本手法では赤道周回のビーコン送信衛

図 3: 衛星ビーコンにより観測されたプラズマバブル
に伴う電離圏全電子数変動 (Thampi et al., 2009)

星を維持する必要がある。現在、これらを衛星航法

利用のための電離圏異常監視システムとして利用す

る場合の利点と問題点について検討を行っていると

ころである。

4 まとめ

本研究では、日本の位置する磁気低緯度において、

衛星航法の高度利用の障害となる電離圏異常を効率

的に監視する方法について検討を行った。低緯度電離

圏で最大の問題となるプラズマバブルについて、広

範囲を効率的に監視するために効果的と考えられる

手法のうち、短波赤道横断伝播、衛星ビーコン電波

観測の 2つについて検討状況を紹介した。
短波赤道横断伝播は、非大圏伝播を検出すること

によりプラズマバブルの広域監視が可能であり、少

なくとも一定の経度域での電離圏異常がないことを

示すことが可能である。これに加えて伝播距離を測

定することにより、プラズマバブルの位置と移動速

度の推定精度の向上が期待できる。

衛星ビーコン観測による電離圏全電子数観測は、赤

道周回衛星を用いることにより東西 3000 km程度の
範囲を監視することを可能とする。実際にプラズマ

バブルに伴う電離圏波状構造が捉えられており、こ

ちらも有効な手法として期待できる。

今後、これらのプラズマバブル監視法の効果の定

量的な評価と、プラズマバブル以外の電離圏異常検

出方法の検討を行っていく予定である。

3



参考文献

Fukao, S., Y. Ozawa, T. Yokoyama, M. Yamamoto,
and R. T. Tsunoda, First observations of the
spatial structure of F region 3-m-scale field-
aligned irregularities with the Equatorial Atmo-
sphere Radar, J. Geophys. Res., 109, A02304,
doi:10.1029/2003JA010096, 2004.

Hysell, D. L., M. F. Larsen, C. M. Swenson, and
T. F. Wheeler, Shear flow effects at the onset
of equatorial spread F, J. Geophys. Res., 111,
A11317, doi:10.1029/2006JA011963, 2006.

Maruyama, T., Extreme enhancement in total
electron content after sunset on 8 Novem-
ber 2004 and its connection with storm en-
hanced density, Geophys. Res. Lett., 33, L20111,
doi:10.1029/2006GL027367, 2006.

Maruyama, M., and M. Kawamura, Equato-
rial ionospheric disturbance observed through
a transequatorial HF propagation experiment,
Ann. Geophys., 24, 1401–1409, 2006.

Pullen, S., Y. S. Park, and P. Enge, Impact and mit-
igation of ionospheric anomalies on ground-based
augmentation of GNSS, Radio Sci., 44, RS0A21,
doi:10.1029/2008RS004084, 2009.
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